５）組織の拡大強化
（１）組織動態
本部登録で３８件の加入（さかのぼり含む）・転入と、５８件の脱退・転出を処理し、７月当初人員を４８７９人としました。６月当初からは２０人の減少、１月確定人員（４８８７人）からは８人の減少となっています。各分会の加入、脱退件数は資料をご覧ください。

（２）組織の拡大強化
春の拡大月間を終えて、分会の機関会議で以下の点について総括を行いました。
ⅰ）組合員訪問での対話の反応や特徴
コロナが理由で訪問を拒否されたという報告はありませんでした。逆に家に組合員がいる確率が高く、対面で話をできたケースが多かったという報告がありました。訪問時の仕事や生活状況の聞き取りでは、仕事はコロナ前に比べ戻ってきている、忙しいと答える組合員が多かった一方、減少したと答える組合員も一定数おり、支援金などの案内を行いました。支部にもDM発送直後に復活支援金の問い合わせが増えたことから、引き続きコロナの影響で苦しむ組合員がいることが明らかになりました。
対象者の掘り起こしという面では、有力な情報を得られなかったという報告が多く、組合員訪問では具体的な対象者が上がりにくいことが浮き彫りになりました。一方で、訪問の際に中間決起集会や住宅デーなどの呼びかけを行い、組織強化につながったという良い点も生まれました。
ⅱ）事業所訪問の対話の特徴
　書記局と推進委員を中心に昼間の事業所訪問にとりくみました。インボイス制度を中心に対話に取り組み、制度の周知と合わせて対象者の掘り起こしを行いました。インボイス制度では制度を知らない事業所も多く、また知っている事業所でも下請けへの対応を具体的に考えている事業所は少数でした。
　インボイス制度以外では、リフォーム業者や解体工事業者などはアスベスト調査者講習の話題も対話材料として有用だったという報告がありました。
共通しているのは資材高騰による影響と人材不足の話題でした。人材はどの事業所も募集はしているが応募がない、すぐに辞めてしまうなどの課題が引き続きありました。
ⅲ）中間決起集会などの組織強化の活動について
　久しぶりに飲食を交えた交流会を行えたことが良かったという分会の意見がありました。徐々に組合活動をコロナ前に戻していく取り組みとしては一定成功を収めました。また、複数の分会で新たな参加者が生まれたと報告がありました。課題としては新たな参加者の確保について、分会にばらつきがあり、普段からの声掛けが重要になっています。新たな参加者へは住宅デーや夏の分会旅行などにも参加を促し、さらに分会への定着を図る必要があります。
ⅳ）秋の拡大に向けて
　拡大の参加者の高齢化、固定化が全分会共通の課題になっており、７～８月の組織強化の活動で行動に参加してくれる人を増やす取り組みを行う予定です。また、「島忠などのホームセンター前での宣伝行動に取り組みたい」「分会独自のチラシを作ってポスティングを行う」「月間中に学習会などを開催し、分会に人を呼び込みたい」など分会独自の行動計画を検討している分会も複数ありました。
②夏の拡大（組織強化の特別月間）：組織人員の２％、９８人を目標に取り組み中です。現在３８人の成果で、達成率３８．７％となっています。春で拡大成果に上がらなかった対象者に引き続きアプローチしていきます。前回執行委員会で７月と８月に組織強化の活動を２日ずつ設定する提案を行いました。１日は分会の機関会議と同日設定でも構いませんが、２日目の行動は分会独自での学習・交流に取り組んでください。日程や行動内容が決まっている分会はご報告をお願いいたします。
③秋の拡大月間に向けて：秋の拡大に向けて、以下の取り組みを予定しています。
それぞれの詳細は来月提案とします。
活動者会議・・・８月２９日（月）午後７時～、中野サンプラザ研修室５+６、参加目標分会組織人員の３．５％（秋の拡大目標数）
日曜行動＆中間決起・・・１０月２日（日）、各分会またはブロックで決起集会
打ち上げ・・・１１月６日（日）、全体３００人規模のイベントを企画中。
④分会経験交流集会：全都の主体的力量を高める分会活動経験交流集会を開催します。各支部では新しい仲間を含めて本部開催の分会経験交流集会に結集し、その感動や教訓を仲間に伝え、支部版の分会経験交流集会、組織機能回復・再活性化の対策、人づくり・組織づくりをすすめていきます。阿部執行委員長、深石組織部長、伊禮常任、宮崎常任、森PAL会長、髙橋分会長、津谷青年部長、濱崎本部主婦の会副会長、加藤書記が参加予定です。
日時：７月９日（土）～１０日（日）
会場：群馬県磯部温泉「磯部ガーデン」
⑤他分会の機関会議見学：８月に他分会の機関会議（六役会議、分会執行委員会）を分会六役が見学し、会議の活性化と充実を図ります。詳細は来月提案。

（３）事業所対策
①法人実態調査（再掲）：２０２０年３月末までの国保組合登録事業所で２０２２年５月末時点での現存事業所が対象となります。登記事項証明書の目的以外で建設業とわかる証拠書類（例：法人事業概況説明書、現場労災の加入証明など）が必要となります。支部より対象となる事業所へ調査の案内を発送しました。算定基礎届相談会や事業所訪問などで提出の協力を促していきます。
②事業セミナー＆交流会（再掲）：７月２２日（金）午後６時～、中野サンプラザ研修室７。テーマは「雇用できる会社になる！離職防止・定着率を高める採用手法」です。学習会終了後、別会場にて名刺交換会を予定しています。チラシを分会配布します。
